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講演内容

１．自然災害の世界的増大

・アジアでの自然災害の増大

・気候変動と自然災害

・今後の自然災害への対応(防災対策の考え方)

２．首都直下地震とどう向き合うか

・首都圏に発生する地震と被害の予測

・防災分野の早稲田大学の活動

「国境なき技師団」と「早大防災教育支援会」
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（平成28年度防災白書のデータをもとに作成）

世界における地震・津波災害の発生件数
（死者・行方不明者 1000人以上 1946年～2010年、5年毎の合計）

31．自然災害の世界的増大
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4マグニチュードM7.0以上の地震の世界での発生回数
（1946年～2010年、5年毎の合計）
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（平成28年度防災白書のデータをもとに作成）
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世界における風水害（洪水・台風・ハリケーン等）の発生件数
（死者・行方不明者 1000名以上 1946年～2010年、5年毎の合計）
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その他 ヨーロッパ

アメリカ アジア
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（平成28年度防災白書のデータをもとに作成）

アメリカ
15%(12)

アジア
76%(59)

自然災害の発生件数 : 78 犠牲者の数 : 1,240,600

アメリカ
23%(288,100)

ヨーロッパ
4%(3)

ヨーロッパ
3%(42,300)

その他
0.7%(8,600)

アジア
73%(901,600)

その他
5%(4)

自然災害発生の地域的割合（1986～2015)
（1,000人以上の犠牲者を出した自然災害)
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2003.9.26 十勝沖地震
(死者1名，行方不明者1名，負傷者849名)

2008.7.24 岩手県沿岸北部を震源とする地震
(死者1名，負傷者211名)

2008.6.14 岩手・宮城内陸地震
(死者13名，行方不明者10名，負傷者426名)

2003.5.26 宮城県沖地震
(負傷者174名)

2005.8.16 宮城県沖地震
(負傷者91名)

2003.7.26 宮城県北部地震
(負傷者677名)

2007.7.16 新潟県中越沖地震
(死者15名,負傷者2,346名)

2014.11.22 長野県北部を震源とする地震
(負傷者46名)

2007.3.25 能登半島地震
(死者1名，負傷者356名)

1995.1.17 兵庫県南部地震
(死者6,434名，行方不明者3名)

2013.4.13 淡路島付近を震源とする地震
(負傷者319名)

2000.10.6 鳥取県西部地震
(負傷者182名)

2001.3.24 芸予地震
(死者2名，負傷者288名)

2005.3.20 福岡県西方沖地震
(死者1名，負傷者1,204名)

2016.4.14, 4.16 熊本地震
(死者48名，負傷者1,673名

，行方不明者1名)
※災害関連死含めると72名

1997.5.13 鹿児島県薩摩地方地震
(負傷者74名)

2004.10.23  新潟県中越地震
(死者68名，負傷者4,805名)

2009.8.11 駿河湾を震源とする地震
(死者1名，負傷者319名)

2011.3.11 東日本大震災 (死者19,418名，
行方不明者2,592名，負傷者6,220名)

死者・行方不明者が発生した災害；

（平成28年度防災白書のデータをもとに作成）

7阪神・淡路大震災以降の我国の地震災害
（19回発生 死者・行方不明者28,610名 1995年～2016年）



2009.8 台風9号(27名)

2009.7 豪雨(35名)

2010.6 梅雨前線豪雨(21名)

2010.11～2011.3 大雪(128名)

2011.9 台風15号(19名)

2011.11～2012.3 大雪(131名)

2012.7 豪雨
(32名)

2012.12～2013.3 大雪(103名)

2013.6 梅雨前線豪雨(17名)

2014.8 広島土砂災害(76名)

2006.9 台風13号(10名)

1996.12 土石流(14名)

1998.9  台風7号，8号(19名)

1999.8  熱帯低気圧(17名)

2004.7 豪雨(16名)

2004.9 台風21号(27名)

2004.10 台風23号(98名)

2003.8 台風10号(17名)

2005.9 台風14号(29名、宮崎11名)

1999.6 梅雨前線豪雨(39名)

2005.6 梅雨前線豪雨(12名)

1999.9 台風18号(31名)

2015.9  豪雨(8名)

2006.7 梅雨前線大雨 (30名)

2004.8 台風15号(10名)

1997.7 土石流(21名)

1998.8 豪雨(22名)

2000.9 豪雨と台風14号(10名)

1998.10 台風10号(13名)

2004.8 台風18号(45名)
2004.8 台風16号(17名)

2003.7 豪雨(23名)

（ ）内は死者・行方不明者数

2011.8 台風12号(98名)

2014.12～2015.3 大雪(83名)

近年の日本の風水害・雪害
（34回発生 死者・行方不明者1,282名 1996年～2015年）
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(a) 平均気温の変化（世界約1300箇所の平均）

(b) 海面水温の変化（緯度･経度5度ごとの平均）

気候変動と自然災害
世界の平均気温と海面水温の経年変化（1966年～2015年）
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日本の平均気温の上昇と時間降雨量 10

日本の年平均気温偏差
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11近年の風水害

【１】2014年8月豪雨による広島斜面崩壊 【２】2015年9月豪雨による鬼怒川氾濫

【３】2015年8月大雨による北海道河川氾濫
出典：【１】【２】国土交通省ホームページ 【３】北海道開発局ウェブサイト【４】国土交通省九州地方整備局

【４】2003年7月ゲリラ豪雨による福岡
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12サクラの開花日の変化（1953～2016）
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（b）海面の上昇

（a）気温の変化
予測の範囲

予測の範囲

気
温
の
変
化

海
面
の
上
昇

世界の気温と海面上昇の予測
(IPCC・気候変動に関する政府間パネル)
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Temperature

		

				Temperature
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				Sea Level
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自然環境の変化

・地球の温暖化・海面上昇
・都市域のヒートアイランド現象
・森林の喪失
・砂漠化の進行
・河川・海岸の浸食

社会環境の変化

・少子・高齢化

・都市圏の過密化
・地方の過疎化
・災害脆弱地域への居住
・共助意識の減退
・災害経験伝承の不足
・ライフスタイルの変化
（自然離れ，電子機器への依存）

・国・自治体の財政逼迫
・地域建設業の衰退
・貧困層の増大（アジア地域）

自然環境の変化による災害の増大

・集中豪雨・豪雪
・巨大台風・ハリケーン・サイクロン
・異常少雨
・異常高温
・高潮・高波

自然災害の
規模と頻度の増大

防災対策の考え方

・ ｢予想を超える自然現象｣，
｢設計値を超える外力｣への対応

・巨大災害への対応

・ ハード対策・ソフト対策の併用に
よる減災

今後の自然災害への対応
防災対策の考え方
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15

１６００ １７００ １８００ １９００ ２０００

凡例

：マグニチュード8クラス
：マグニチュード7クラス
：マグニチュード6クラス

８.０

7.０

首都圏における地震発生履歴と直下地震発生の逼迫性
（出典：防災白書平成２０年度版の図を加筆,修正）

15２．首都直下地震とどう向き合うか



16首都圏で発生する地震のタイプと予知

（北米プレート）
（フィリピン海プレート）

内陸の活断層による地震

内陸部のプレート間(フィリピン海・北米プ
レート境界)で発生する地震を考慮、外洋部
は考慮せず



首都圏の防災計画で検討対象としている地震の震源域
(中央防災会議)

(1)内陸部のプレート境界で発生する地震
(フィリピン海・北米プレート境界)
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東京湾

首都直下地震対策で考慮する地震
(中央防災会議)

東京湾北部地震、多摩直下地震による被害推定
(東京湾北部地震、多摩直下地震とも冬の夕方を想定 風速8m/s)

東京湾北部地震 多摩直下地震 1995年

(M=7.3) (M=7.3) 兵庫県南部地震

建
物
全
壊
棟
数(

棟) 

揺れ・液状化 116,224 75,669 110,000

火災 201,249 65,770 7,000

津波 0 0 0

合計 317,473 141,439 117,000

死
者
数(
人) 

建物全壊 5,378 3,220 4,915
崖崩れ 76 109 37
火災 4,081 1,302 550
その他
(落下物) 

107 99 0

合計 9,642 4,732（64） 5,502
帰宅困難者(人) 5,166,126 9,462 0
避難者(人) 3,385,489 2,756,681 316,678

災害廃棄物（万ｔ） 4,289 3,121 1,450

東京湾北部地震
(M=7.3)

多摩直下地震
(M=7.3)



18首都圏の防災計画で検討対象としている地震の震源域
(中央防災会議)

(2)地殻内の活断層による地震
(M=6.9を想定)



図を更新中 震央h=7km，Ｍ7.2

既知の活断層
（青）の間で発生

大森山
断層

出店断層

鮭川断層

19内陸断層による地震の予知の難しさ
(1)2008年岩手・宮城内陸地震(M=7.2)



震央h=13km M6.8

2004年10月23日17時
56分に新潟県中越地
方においてM6.8の地
震が発生した。その後
も震度6強の余震が続

き、未発見の活断層
が伏在している可能性
がある（防災科研）と
指摘された。

十日町断層

野々海峠断層群

菅原峠断層

20内陸断層による地震の予知の難しさ

(2)2004年新潟県中越地震(M=6.9)



16日午前1時25分
M7.3 最大震度6強

布田川断層帯

14日午後9時26分
M6.5 最大震度7

15日午前0時3分
M6.4 最大震度6強

日奈久断層帯

21２０１６年熊本地震



南海地震(M:8.4，50%)

東南海地震
(M:8.1，60%)

宮城県沖の地震(M:7.5，99%)
死者：290名，全壊家屋：2.1万棟

経済被害：1兆3千億円

（ ）の中はマグニチュードと今後30年間の発生確率

東海地震(M:8.0，86%)

22海洋部のプレート間で発生する地震の予知
東日本大震災前に発生が予測されていた地震

（内閣府・中央防災会議）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
http://www.jishin.go.jp/main/shoraiyosoku/orikomi.pdf（発生確率参考資料）



東北地方太平洋沖地震の震源域、前震・余震の震央 23

（気象庁2012年6月8日までの記録による）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
図　日本地震学会：http://www.zisin.jp/modules/pico/index.php?content_id=2253



24地震予知の信頼性と精度向上の試み
GPSによる地盤変位の測定

関東・北陸～東北南部の地殻の水平変位（1997年1月～2000年1月）

地殻の水平変位の測定結果をもとに地殻のひずみを解析し、

これより将来の地震の発生位置と場所を推定する。 出典：国土地理院ウェブサイト



25防災分野の早稲田大学の活動
東京安全研究所の設立(2014年11月)

早稲田大学
総合研究機構

早稲田大学
東京安全研究所

研究班1
都市防災計画

の研究

研究班2
防災経済学
の研究

研究班3
社会基盤施設の
防災性向上
の研究

研究班4
東京湾臨海部の
防災性向上
の研究

伊藤滋特命教授
尾島俊雄名誉教授
高口洋人教授(創造理工学部)

福島淑彦教授(政治経済学部) 長谷見裕二教授(創造理工学部)
秋山充良教授(創造理工学部)

濱田政則名誉教授

・防災まちづくり
・火災の予測
・復旧・復興

・経済損失の予測
・復興費用の予測

・インフラの強靭化
・インフラの診断

・臨海部コンビナート
・強靭化対策



1995年 兵庫県南部地震

26早稲田大学東京安全研究所
首都圏臨海部の地震防災性向上に関する研究

(埋立地盤の液状化と被害)

2011年 東北地方太平洋沖地震



地震２日後の航空写真 側方流動による地盤変位（cm）

神戸市御影浜

27液状化地盤の側方流動
(1995年兵庫県南部地震、神戸市 御影浜)



仙台港石油精製工場

千葉市コスモ石油の火災

気仙沼におけるタンクの流出

気仙沼における海上火災

28臨海部コンビナートの危険性と防災対策



・2003年十勝沖地震により、苫小牧市の原油およびナフサのタンク2基で火災発生した。
・「長周期地震動」がタンクの内容物の揺れ（スロッシング振動）を生じさせ、浮屋根（液面に浮いている
屋根）が大きく振動して金属の衝突等により発火した。

29長周期地震動によるタンクの火災
(2003年十勝沖地震)



(秒)

地
震

動
の

強
さ

川崎地区
(6～7秒)

「浮き屋根式タンクの総数と溢流タンク」

東海・東南海地震連続発生による地震動
（東大古村教授）

消防法旧規準

0 5 10 15 200

50

100

150

200

千葉地区
(8～10秒)

cm/s

（周期）

京葉石油コンビナート

東京湾には苫小牧で火災を起した浮屋根式タンクが
600基余りあるが、東海・東南海地震が連続発生した
場合、このうち64基より内容物が溢出するという結果
になった。

30東京湾での大型タンクから内容物の溢流予測



海域への危険物等への流出
（国土交通省：臨海部の被災影響に関する検討委員会，平成１９年度）

流出地点；京浜臨海地区（川崎市直下地震） 原油流出量；12,000kl ・湾内には平均的に
約200隻強の中・大
型船舶が航行してい
るが航行停止になる
と予想される
・基幹的防災拠点への
救急物資・人員およ
び復旧・復興物資の
海上輸送が不可能に
なる
・海上火災発生の可能
性も否定出来ない
・流出原油の回収に時
間を要し、航路閉鎖
が長期間に及ぶ可能
性（約2ヶ月）がある

風速 5m/s を想定

（3日間）

1日の航跡図

31コンビナート被災の社会的影響



国際支援に関わる
既存のNPO・NGO

NPO
国境なき技師団

Engineers without
Borders , Japan

民間機関等
・建設会社
・建設コンサルタント

(社)日本建築学会

(社)土木学会

国際支援に関わる公的機関
(外務省・JICA・国土交通省等)

提携

協力・連携

支援

支援

・自然災害による
被災地域の復旧
と復興のための
支援と提言

・自然災害軽減化
技術の普及

・防災教育の実践

・国際的防災研究
の推進

学協会

32NPO：国境なき技師団
（Engineers without Borders , Japan）

早稲田大学の理工学部の卒業生を中心に設立



1000km0
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中国四川

バングラデシュ
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1000km0

汶川地震復旧支援
地震学・地震工学セミナーの開催

2004～2012年 ジャカルタ，
バンドン, ジョグジャカルタ
防災教育

2010年パダン沖地震被害復旧支
援，免震建物の設計，防災教育

2004年アチェ復旧支援，津波警報
システムの提案，防災教育

2005年地震災害普及支援
2006，2007年防災教育

2007年サイクロン被害復旧
支援（シェルターの建設）

2005年ニアス島地震被害

復旧支援，液状化対策・地
盤調査法指導，防災教育

国境なき技師団による海外での活動 33



国境なき技師団
インドネシア・スマトラ・ニアス島での活動

34

橋や建物の再建セミナー

2005年インドネシアニアス島地震における
橋梁の液状化被害

液状化判定のための地盤調査指導

液状化による建物の倒壊



国境なき技師団
２０１１年東日本大震災被災地の支援
（土木・建築系シニア・エンヂニアの派遣）

大船渡 戸田市長 陸前高田 戸羽市長 大船渡市 派遣メンバーと

派遣職員による現場視察 派遣職員による予測状況

35



早稲田大学防災教育支援会（WASEND）
国境なき技師団の学生組織

地震のメカニズムを劇で説明する様子（パダン） バンダ・アチェでの活動，市長との会合

インドネシアの学生との連携（バンドン） ＷＡＳＥＮＤ作成の防災教育用絵本
（インドネシア語版）

36



子供への防災教育 親子で熱心に授業に参加

世田谷区図書館での授業 防災絵本つくり

早稲田大学防災教育支援会（WASEND）
国内における防災教育活動

37

国境なき技師団ホームページ http://www.ewb-japan.org/
早稲田大学防災教育支援会連絡先 wasend2013@gmail.com

http://www.ewb-japan.org/
mailto:wasend2013@gmail.com
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